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幹事部局

令和２年度

施策評価シート

施策の現状
に対する評価

今後の取組
の方向性

施策の名称

施策の目的

防災部

島根原子力発電所の周辺地域住民の安全確保を最優先に、安全・防災対策に取り組みま
す。

Ⅷ－１－(4)　原子力安全・防災対策の充実・強化

（原子力安全対策）
島根原発のうち、１号機は廃止措置中であり、２・３号機は、原子力規制委員会による新規制
基準適合性審査が継続中である。
県は、環境放射線の測定監視体制を維持するとともに、島根原発の運転状況や審査状況の
把握に努め、広報誌等による分かりやすい広報に努めている。

（原子力防災対策）
国、島根・鳥取両県、原発の立地市及び周辺市による作業チームで検討を進め、地域防災
計画や避難計画の具体化・充実化を図っている。
広域避難計画の実効性を向上させるため、避難手段確保を目的に中国５県のバス協会、タ
クシー協会と締結した協定に基づき、事業者向け研修を実施している。
岡山・広島の避難受入市町村を対象に、円滑な避難受入体制の整備に向けた説明会を開
催している。
万が一の原子力災害に備えた原子力防災資機材等の整備や、原子力防災訓練の実施、原
子力災害医療の充実等を行っている。
避難行動要支援者のための福祉車両等の追加的な確保の課題が残されている。

（原子力安全対策）
引き続き、島根原発の運転状況や審査状況の把握、環境放射線等の測定、広報誌による情
報提供等を実施する。

（原子力防災対策）
引き続き、万が一の原子力災害に備えた原子力防災資機材等の整備や、原子力防災訓練
の実施、原子力災害医療の充実等を行うとともに、国、島根・鳥取両県、原発の立地市及び
周辺市による作業チームで検討を進め、地域防災計画や避難計画の具体化・充実化を図
る。
また、避難行動要支援者のための福祉車両等の追加的な確保への対策を検討する。



令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

90.0 90.0 90.0 90.0 90.0

97.7

80.0 80.0 80.0 80.0 80.0

77.2

95.0 95.0 95.0 95.0 95.0

97.3

30.0 30.0 30.0 30.0 30.0

29.0

2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

2.0

22.0 22.0 22.0 22.0 22.0

19.0

施策の名称 Ⅷ－１－(4)　原子力安全・防災対策の充実・強化

％

％

％

人

施設

計上
分類

施策の主なＫＰＩ

ＫＰＩの名称
上段は目標値、下段は実績値

単位
番
号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

原子力施設見学会アンケートで「理解が深まっ
た」と回答した割合【当該年度４月～３月】

広報誌「アトムの広場」のアンケートで「わかりや
すい」と回答した割合【当該年度４月～３月】

原子力防災訓練に参加した防災業務関係者の
訓練目的・目標の達成割合【当該年度４月～３
月】

14

13

12

17

15

16

18

19

20

避難退域時検査運営に関する研修参加者数
【当該年度４月～３月】

原子力災害拠点病院数【当該年度３月時点】

原子力災害医療協力機関数【当該年度３月時
点】

施設

単年度
値

単年度
値

単年度
値

単年度
値

単年度
値

単年度
値



誰(何)を対象として どういう状態を目指すのか

1 原子力安全対策事業 島根原子力発電所周辺地域住民 安全及び安心を確保する 279,300 379,223 原子力安全対策課

2 原子力防災対策事業 原子力発電所周辺地域住民
万が一事故が起きた場合に備えた防災対策の充
実・強化

564,822 1,310,474 原子力安全対策課

3 原子力災害時の医療体制整備 災害医療関係団体
島根県災害時医療救護実施要綱（原子力災害対
策編）に基づく防災資機材の整備や医療救護の連
携体制の確立を図る。

49,343 210,679 医療政策課

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

事務事業の一覧

Ⅷ－１－(4)　原子力安全・防災対策の充実・強化施策の名称

事務事業の名称
前年度の
事業費
（千円）

今年度の
事業費
（千円）

所管課名
目的



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

　原子力発電所については、福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえた新規制基準への適合が求められており、中国電力
は、平成２５年１２月に２号機、平成３０年８月に３号機の適合性審査の申請を実施。

　２号機及び３号機の審査状況を注視するとともに、県として安全協定に基づく事前了解や再稼働・稼働に係る判断を行うのにあ
たっては、国に対して審査結果や考え方の説明を求めるとともに、県議会、県安全対策協議会、原子力安全顧問、立地・周辺自
治体などの意見を聴いていく。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－

80.0

－

80.0

2

目標値

令和２年度

原子力安全対策事業

今年度の当初予算額

12,866

379,223

広報誌「アトムの広場」のアンケートで「わかりやすい」と
回答した割合【当該年度４月～３月】

80.0

原子力安全対策課

年 度
計上
分類

担 当 課

島根原子力発電所周辺地域住民

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

　島根県、松江市、中国電力(株)の三者で締結している「島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協定」（以下
「安全協定」）に基づき、島根原子力発電所の運転状況の把握、トラブル発生時の連絡、立入調査、発電所周辺の環境放射線
の常時監視、情報の提供などを実施し、周辺地域住民の安全確保と環境の保全に努めるほか、原子力発電に関する知識の普
及啓発を図る。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

90.0

令和元年度

90.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

77.2

Ⅷ－１－(4)　原子力安全・防災対策の充実・強化

目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

単年度
値

80.0 80.0
％

－ － － － ％

単年度
値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

　環境試料中の放射性物質濃度測定機器の更新等を行い、発電所周辺の環境放射線の常時監視、情報提供を行う体制を維
持、強化。
　広報誌「アトムの広場」を年４回発行し県内４市で各戸配布、原子力関連施設見学会を３回実施、原子力講演会を２会場（松
江、浜田）で開催。
　島根原子力発電所の安全性に関する諸課題に対応するため、原子力発電の関連分野における専門家を「島根原子力安全顧
問」として委嘱し、「島根県原子力安全顧問会議」を２回開催。

　島根原発２号機及び３号機については、原子力規制委員会で新規制基準適合性に係る審査が継続中。

－

原子力施設見学会アンケートで「理解が深まった」と回
答した割合【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

90.0 90.0

安全及び安心を確保する

1

29,242

279,300

昨年度の実績額

単位

％
90.0

－達成率 －

97.7

上位の施策



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

　県外への住民避難や複合災害を想定した原子力防災訓練を行い、訓練結果から反省点を抽出、改善措置を検討。
　原子力災害時の避難手段確保のために締結した、中国５県のバス協会、タクシー協会との協定書に基づき、円滑な避難支援
を行うため事業者向け研修を実施。
　岡山・広島両県で住民避難受入市町村を対象に、円滑な避難受入体制の整備に向けた説明会を開催。
　「島根県原子力防災資機材整備・管理計画」に基づき、原子力防災活動に必要な資機材を整備。

　原子力災害時の住民の避難等は原子力災害対策特別措置法に基づき対応することとなっており、島根県では、県外への広域
避難計画等の策定など必要な対応を実施。
　これらの計画の具体化・充実化を進めるため、国は「地域原子力防災会議」を設置し、島根地域全体の避難計画「緊急時対
応」を策定することとなっているが、住民の避難対策については、避難行動要支援者のためのストレッチャー用車両の追加的な確
保等の課題が残されている。

－

原子力防災訓練に参加した防災業務関係者の訓練
目的・目標の達成割合【当該年度４月～３月】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

95.0 95.0

万が一事故が起きた場合に備えた防災対策の充実・強
化

1

39,406

564,822

昨年度の実績額

単位

％
95.0

－達成率 －

97.3

上位の施策

単年度
値

30.0 30.0
人

－ － － － ％

単年度
値

95.0

令和元年度

95.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

29.0
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目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

令和２年度

原子力防災対策事業

今年度の当初予算額

22,187

1,310,474

避難退域時検査運営に関する研修参加者数【当該
年度４月～３月】

30.0

原子力安全対策課

年 度
計上
分類

担 当 課

原子力発電所周辺地域住民

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

　国の原子力災害対策指針等を踏まえ、県では地域防災計画（原子力災害対策編）や広域避難計画を策定し、必要に応じ修
正している。
　今年度も引き続き、万が一の原子力災害に備えた原子力防災資機材や備蓄用の非常用食料を整備するとともに、原子力防
災訓練を実施するなどし、地域防災計画・避難計画の具体化・充実化を図る。

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

事務事業の名称

　島根原発は、県庁所在地の松江市にあり、30㎞圏内に行政機能が集中しているほか、人口も多く、原子力災害発生時の避難
対策が極めて重要。
　特に、避難に支援が必要な高齢者や入院患者などが、安全かつ円滑に避難できるような対策が重要。

　引き続き、原子力防災訓練の実施や、国、島根・鳥取両県、原発の立地市及び周辺市による作業チームでの検討を進め、避
難計画の実効性向上を図る。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－

30.0

－

30.0

2

目標値



１　事務事業の概要

1 3

2 4

２　ＫＰＩ（重要業績評価指標）の状況

３　現状に対する評価

事務事業の名称

ア）原子力発電所から遠距離に立地する医療機関が原子力災害時に果たす役割についての周知が不足。
イ）安定ヨウ素剤の備蓄に関して少しずつ進めているが、学校等の関係者への説明が完了していない。

ア）原子力発電所から遠距離に立地する医療機関にも、原子力災害医療に係る研修への参加を働きかけるなど、原子力災害時
に医療機関が果たす役割について周知を図る。
イ）安定ヨウ素剤の備蓄の必要性について、学校の管理者等、安定ヨウ素剤を備蓄しようとする施設関係者の理解を得る。

「目的」の達成に
向けた取組による
改善状況

「目的」達成のた
め（又は達成し
た状態を維持す
るため）に支障と
なっている点

上記①（課題）が
発生している
原因

上記②（原因）の
解決・改善に向
けた見直し等の
方向性

②
原
因

成
果

実績値

－ －

課
題
分
析

①
課
題

③
方
向
性

達成率 ％－

22.0

－

22.0

2

目標値

令和２年度

原子力災害時の医療体制整備

今年度の当初予算額

0

210,679

原子力災害医療協力機関数【当該年度３月時点】

22.0

医療政策課

年 度
計上
分類

担 当 課

災害医療関係団体

今年度の
取組内容

上位の施策

上位の施策

昨年度に行った
評価を踏まえて
見直したこと

・島根県災害時医療救護実施要綱（原子力災害対策編）に基づいて資機材を整備する。
・原子力災害医療について原子力拠点病院等による訓練を実施する。
・原子力災害医療に関する諸課題について「原子力災害医療関係機関連絡会議」を開催して解決を図る。
・島根県安定ヨウ素剤配布計画に基づき、安定ヨウ素剤の備蓄及び事前配布を進める。
・国の「原子力災害対策指針」等が改定された場合、安定ヨウ素剤の配布方法等について円滑な運用を図る。

小中学校の安定ヨウ素剤の備蓄を一層、推進することとした

目的

誰（何）を
対象として

どういう状態を
目指すのか

－

2.0

令和元年度

2.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

19.0
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目標値

実績値

上位の施策

事 業 費
（千円）

うち一般財源
（千円）

単年度
値

22.0 22.0
施設

－ － － － ％

単年度
値

ＫＰＩの他に参考とすべき
データや客観的事実

・原子力災害拠点病院として、県立中央病院と島根大学医学部附属病院を指定している。
・原子力災害医療協力機関として、14病院と5職能団体を登録している。

・国の原子力総合防災訓練と併せて入院患者避難訓練及び原子力災害医療に係る訓練を実施した。
・PAZ内の住民に対する安定ヨウ素剤事前配布会を11回、UPZ内の住民に対する安定ヨウ素剤事前配布会を10回開催した。

ア）江津市以西の病院は、原子力災害医療協力機関の登録がない。
イ）UPZ内の学校等における安定ヨウ素剤の備蓄が完了していない。

－

原子力災害拠点病院数【当該年度３月時点】

ＫＰＩの名称

事務事業評価シート

2.0 2.0

島根県災害時医療救護実施要綱（原子力災害対策
編）に基づく防災資機材の整備や医療救護の連携体制
の確立を図る。

1

0

49,343

昨年度の実績額

単位

施設
2.0

－達成率 －

2.0

上位の施策


